
（単位：円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

　固定資産 1,900,982,428 　固定負債 1,366,028,430

　有形固定資産 1,751,993,055 　　長期借入金 955,924,000

　　製造設備 988,384,710 　　退職給付引当金 346,881,000

　　供給設備 458,126,699 　　リース債務 0

　　業務設備 40,706,843 　　その他固定負債 63,223,430

　　附帯事業設備 251,168,965

　　休止設備 0 　流動負債 558,467,634

　　建設仮勘定 13,605,838 　　 1年以内に期限

　 　　 到来の固定負債

　無形固定資産 7,733,828 　　支払手形 0

　　無形固定資産 7,733,828 　　買掛金 43,619,162

　　リース資産 0 　　短期借入金 230,000,000

　　未払金 22,237,827

　投資その他の資産 141,255,545 　　未払費用 8,540,374

　　投資有価証券 5,995,000 　　未払法人税等 11,229,993

　　関係会社投資有価証券 3,333,500 　　前受金 2,742,750

　　出資金 220,000 　　預り金 4,286,771

　　長期前払費用 11,183,299 　　附帯事業流動負債 37,437,405

　　繰延税金資産 103,969,746

　　その他投資 16,554,000

　引当金 0

　流動資産 815,731,954

　　現金及び預金 277,456,215

　　受取手形 170,000 負債合計 1,924,496,064

　　売掛金 178,671,703

　　未収入金 22,191,861

　　製品 2,932,287 　株主資本(資本) 793,682,963

　　原料 12,979,294 　資本金(出資金) 120,000,000

　　貯蔵品 38,809,076 　　資本金 120,000,000

　　前払費用 55,834,971

　　繰延税金資産 16,371,472 　利益剰余金 673,982,963

　　その他流動資産 2,276,000 　利益準備金 30,000,000

　　附帯事業流動資産 208,039,075 　その他利益剰余金 643,982,963

　自己株式 △ 300,000

　繰延資産 1,464,645 　　自己株式(借方) △ 300,000

　　附帯事業繰延資産 1,464,645 　

純資産合計 793,682,963

資産合計 2,718,179,027 負債・純資産合計 2,718,179,027

第 117期 決 算 公 告

貸 借 対 照 表

事業者名　伊東ガス株式会社

　（令和7年12月31日　現在）

純資産の部

資産の部 負債の部

198,373,352



・重要な会計方針に係る事項に関する注記

（1）資産の評価基準及び評価方法

（ａ） 有価証券の評価基準及び評価方法

① 時価のあるもので短期保有目的なもの

② 時価のないもの又は長期保有目的なもの

移動平均法による原価法によっております。

（ｂ） たな卸資産

たな卸資産（製品、原料、貯蔵品）の評価は移動平均法による原価法によっております。

（2）固定資産の減価償却の方法

（ａ） 有形固定資産の減価償却の方法は法人税法の規定に基づく定率法によっております。

（ｂ）

（ｃ）

（3）繰延資産の償却方法

繰延資産は5年間で均等償却を行っております。

（4）引当金の計上基準

退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき計上して

　おります。

（5）その他の計算書類の作成のための基本となる重要事項

（ａ） 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方法によっております。

・当期純利益 17,807,815 円

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）及び平成28年4月1

日以降取得した建物付属設備並びに構築物については定額法によっております。

リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）の減価償却の

方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっております。

なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用して

おります。

決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定する）に

よっております。

無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法は残存価格を零とする定額法に

よっております。


